別記様式９（第１５条関係）
共同出願に関する契約書
 国立研究開発法人土木研究所（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）とは、平成○年○月○日付け締結の共同研究協定書（研究課題「○○○○○○○○○○」）第○条に基づき、甲及び乙に属する職員が共同して行った発明「○○○○」（以下「本発明」という。）の特許出願について、次のとおり契約を締結する。
（特許権の共有及び持分）
第１条　本発明は、甲及び乙が共同して出願するものとし、登録を受けた後の権利（以下「本特許権」という。）は甲及び乙が共有するものとする。
２　本発明に関わる特許を受ける権利及び特許権の持分は、甲が○○％、乙が○○％とする。
３　本発明に関わる特許を受ける権利及び特許権は、共有者の同意がなければこれを消滅させることができない。
（出願手続及び費用負担）
第２条　本発明の出願手続き、審査請求及び特許権の維持に必要な措置については、甲（又は乙）の協力の下に乙（又は甲）が担当するものとする。
２　乙（又は甲）は、本発明の出願書類及び出願審査請求書並びに出願番号、登録、拒絶等に関する通知、決定、審査、審決等があった場合は、速やかにその旨を書面をもって、甲（又は乙）に報告しなければならない。
３　前第１項に関する費用は、甲が○○％、乙が○○％負担するものとする。
（保全）
第３条　本発明の出願後登録を受けるまでの期間、特許請求範囲の補正、特許を受ける権利の放棄、特許侵害の排除等の重要事項を決定する場合は、甲及び乙は、協議の上その処置を決定するものとする。
（共有者の実施及び不実施補償）
第４条　甲及び乙の一方が本発明を実施する場合には、実施者は不実施者に対して不実施補償を行う。
２　不実施補償の額は、甲及び乙が協議の上定めるものとする。
（第三者に対する譲渡及び実施許諾）
第５条　甲及び乙は、本発明の自己の持分を共有者の同意なしに第三者に譲渡してはならない。
２　甲及び乙は、本発明について第三者から実施許諾の申出があったときは、協議の上その可否、条件等を定めるものとする。
３　本発明について第三者から徴収した実施料は、第１条第２項に規定する持分に応じて甲及び乙に帰属するものとする。
４　前項に関わる実施料については、甲及び乙が協議の上定めるものとする。
（第三者による実施行為及び権利侵害）
第６条　本発明に関わる特許出願について出願公開がされた後に第三者による本発明の実施行為又は権利侵害行為があった場合は、甲及び乙が協力してこれに対処するものとする。
（第三者との紛争）
第７条　本発明の実施に起因して、第三者の産業財産権を侵害するものとして第三者との間に紛争が生じたときは、甲及び乙は、互いに協力してこれに対処するものとする。ただし、その紛争の解決に当たり要した費用の負担については、甲及び乙が協議の上定めるものとする。
（有効期間）
第８条　本契約の有効期間は、契約締結の日から本特許権の存続期間満了日までとする。ただし、次のいずれかに該当するに至ったときはその効力を失う。
（１）　本発明の出願が取り下げられ（取り下げられたものとみなされた場合を含む）又は却
下となったとき。
（２）　本発明の出願について、拒絶すべき旨の査定又は審決が確定したとき。
（３）　本特許権について、特許の取り消し決定又は無効審判が確定したとき。
（４）　甲及び乙が、本発明の特許を受ける権利又は本特許権について、自己の持分を放棄し
たとき。
（その他）
　第９条　本契約書に定めのない事項については、甲及び乙が協議の上定めるものとする。
  本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙記名押印の上、各自１通を保有する。
    平成　　年 　 月  　日
甲　　　　　　茨城県つくば市南原１番地６
　国立研究開発法人土木研究所
　理事長　　○　○　○　○　　　　　　　　　印
乙　　　　　　（住所）
　　　　　　　（機関名）
　　　　　　　（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　印

